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課題 成果取組

長寿命化の為の設備配管等改修技術、
共用部分の改修技術の検討

（26年度）仕様について検討
（27年度）規約の取扱い等について検討

住棟を長寿命化するための

設備配管等の改修技術検討

共用部分の設備配管類の計画的な
点検・改修工事に加え、専用部分の設備

配管類とリフォーム工事等の留意点の確立

大規模修繕工事の仕様を高耐久に見直す
ことで、周期を延ばすことが出来、

修繕積立金の抑制と共に、

修繕回数の軽減等による管理組合負担の
軽減の明確化

中層の階段室型棟、高層の
エレベータースキップアクセス型

棟の利便性向上 （25、26年度）いす式階段昇降機設置検討
いす式階段昇降機設置方法の確立、
費用等の今後の検討課題の明確化

改修工事周期自体の延長可能性の検討

（25年度）躯体・塗装等各仕様の検討、長
期修繕計画修正版たたき台作成

（26年度）モデル棟による工事費試算
（27年度）見積ベースでの工事費試算、
モデル等以外への汎用性向上

建物の長寿命化に伴う大規模改
修工事の仕様検討と費用の増大

居住者の高齢化による

徴収修繕費用値上げの困難

【竣工年（築年数）】 昭和54年以降（最長築37年） 【総戸数】 5,195（建設戸数 6,313）戸

【単棟型 or 団地型】 団地型

【自主管理 or 委託】 財団法人へ委託

【エリア】 神奈川県

【耐震診断・耐震改修の実施の有無】

旧耐震：予備診断実施済み～耐震診断（第三次診断）実施済、新耐震：対象外

Ｆマンション 補助事業実施主体：一般財団法人若葉台まちづくりセンター

写真枠

・F①改修技術WG設備小委員会_課題解決に向けての取組

・F②大規模修繕工事と長期修繕計画のための指針

・F③長期修繕計画のモデル

・F④改修技術WG設備小委員会_課題解決に向けての取組

・F⑤建物等の長寿命化の為の設備改修技術と専有部分の共同管理の為の指針

水平展開
可能な資料

・F⑥階段昇降機WG_課題解決に向けての取組

・F⑦いす式階段昇降機の検討報告書

・F⑧いす式階段昇降機_工事費及びランニングコスト

・F⑨いす式階段昇降機_設置検討仕様書

建物・区分所有者の「２つの老い」に直面する、大規模な団地型マンションにおいて、
改修工事の周期延長、現実的なエレベータ設置方法等の検討に取り組んだ事例




別紙－１  課題解決に向けての取組【作業フロー（実際に行われた取組の流れ）】 


 ◇改修技術ワーキンググループ 


 


支援を受ける団体 


支援事業者 


 


ＷＧの構成メンバー 


 


課題に取組む為のﾜｰｷﾝｸﾞｸﾞﾙｰﾌﾟを組織 


「改修技術ＷＧ」 


課題と目標 


＜その他＞ 


マンション改修設計事務所 


 


 


支援を受ける団体 


「若葉台住宅管理組合協議会」 


（マンション管理組合の団体） 


支援事業者 


「一般財団法人若葉台まちづくりセンター」 


（マンション管理会社） 


外部専門委員 


ＷＧでの活動 


4 回開催 


前年度検討結果を受け、高層塔状棟、


中層棟の新しい仕様による工事費試算


実施 


試算結果から、修繕周期の延長による


効果と、工事費の上昇率を比較、修繕


周期延長の効果があることを確認 


若葉台における長期修繕計画における


比較を実施 


新しい仕様の検討 


上記結果を基に、大規模修繕における


ガイドラインを作成 


課題解決のための検討対象を設定 


① 前年度検討結果を受け、試算実施 


② 長期修繕計画モデルの作成 


作成されたガイドラインを基に各管理組


合に対し、新しい仕様案の検討を提唱 


（案） 
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１．改修技術ワーキンググループについて 


 


 


改修技術ワーキンググループ（以下「改修技術ＷＧ」と言う）は、「緑のま


ち横浜若葉台『１００年マンション憲章』（２００７年９月）」５項目の中で、


「長寿命化・再生」の実現を目標としている。 


今回、横浜若葉台１００年マンション・世代循環型団地プロジェクトでは、


持続可能社会の構築に向けて、マンション大規模修繕工事に関する検討作業


を改修技術ＷＧにて２０１３年度から２０１５年度の３ヵ年度に渡って行い、


その成果を「横浜若葉台における大規模修繕工事と長期修繕計画のための指


針」としてまとめた。 


 


 


緑のまち横浜若葉台「100 年マンション憲章」 


１．管理組合は、マンションの「長寿命化・再生」を目指し、さまざまな施


策と活動を行っていきます。  


 


２．管理組合は、「守る管理」から「攻める管理」を実践していきます。  


 


３．管理組合は、この素晴らしい「住・緑環境」を守り、積極的かつ広域的


に協調して管理していきます。  


 


４．管理組合は、世代間の平準化を積極的に図り、「世代循環型団地」の創出


を目指します。  


 


５．管理組合は、オール若葉台組織の一員として、魅力ある 100 年タウンを


目指し、「緑のまち横浜若葉台」を創造します。  
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２．課題と目標 


住棟を長寿命化するための大規模改修工事（外壁塗装他）の周期延長に耐


える改修技術の検討 


 


 


現在まで一般的に採用されている大規模修繕工事の修繕周期は、指針とい


うものが無いのが現状であり、公団・公社など公的住宅の実績が一般的に参


考にされてきた。この修繕周期について１２年周期であれば１５年周期に、


１５年周期であれば１８年周期にすることができれば、実質的に修繕積立金


を値上げするのと同じ効果が期待できる。 


 


１）マンション大規模修繕工事の周期延長の可能性を検討する 


１００年マンションを標榜するとき、住棟を長寿命化するための改修工事


技術は重要な要素となる。 


 


２）改修技術ＷＧでは、既存マンションの改修工事技術を検討することによ


り、大規模修繕工事の周期を延長する方法を作成して、高経年マンション


の長寿命化を図るとことを目標とした。 


 


３）具体的には、マンションの高経年化に伴って発生する以下の事柄を考慮


に入れて、大規模修繕工事の周期を延長することにより、これらの課題を


解決する可能性を検討した。 


  ①大規模修繕工事ごとに発生する新たな項目と費用の増大 


  ②大規模修繕工事を数回繰り返すうちに分厚くなる塗装仕上げの除去に


かかる費用 


  ③一方では居住者の高齢化によって修繕積立金を値上げすることが困難


になること 


 


 


注）ただし、長期修繕計画上の適切な時期に建物調査診断を行い、大規模修


繕工事の実施時期を判断することが重要であることは変わらない。 
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３．工事仕様の検討 


 


 


１）大規模修繕工事の周期延長を可能とするために、主要な要素となる以下


の４つの工事項目について材料・仕様選択と施工方法について検討を加え、


新たな仕様案『改修周期 18 年を目指した大規模修繕工事の仕様案』を作成


した。（ただし、ここでの仕様検討とは新しい建築工事材料や工法を開発す


ることはなく、既存の材料や工法の用い方を検討している。） 


 


詳しくは資料１『改修周期 18 年を目指した大規模修繕工事の仕様案』に


よるが、ここでは概要を説明する。 


 


①躯体補修（下地補修） 


躯体の劣化防止が重要。下地補修を適切に行えば優秀な仕上材との組合せ


で長寿命化できる。材料は進化しているが、施工方法は２０年前から殆んど


変わっていない。 


躯体補修に関しては、新たな仕様の考案よりも次のような対応が現実的な


方法だと考えられる。 


従来の周期からすると例えばヘアクラックのように、今まで処置を見送っ


ていたような躯体故障について、周期の延長を目指す場合は処置する。躯体


の浮き補修では、注入箇所の割合を従来の標準箇所数である㎡あたり１６箇


所よりも、箇所数を増やすといった方法が考えられる 


 


②外壁仕上げ（塗装） 


塗料メーカーでは防水性の外壁塗装材を使用した１５～１６年の高耐久仕様


の製品を商品化している。 


・トップコート（上塗り材）については、フッソ系塗料を採用すれば耐用年


数が長い。 


・下塗り材については、近年普及してきた弾性エポキシ樹脂サーフェーサー


や壁面防水を意図した仕様である高弾性下塗り材という選択肢がある。 


 


次ページの表では、材料費・工程数の違いにより（ア）の費用が最も低く、


（エ）の費用が最も高い。下地へのひび割れ変位追従性も同様に（エ）が最も


高いため、高い耐久性が期待できる。 
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下地調整材（下塗り材） 


  設計事務所による仕様案 塗料メーカーによる塗替仕様書 費用 性能 


１ 一液型微弾性下地調整材 （ア） 
水性反応硬化型 


微弾性下地調整材 


低 


↑ 


 


↓ 


高 


低 


↑ 


 


↓ 


高 


２ 


一液型弾性エポキシ樹脂 


サーフェーサー 


または同様の仕様 


（イ）  
JIS A 6909 


防水型複層塗材 E 


（ウ）  
JIS A 6909 


可とう形改修塗材 RE 


３ 高弾性下塗材 （エ）  
JIS A 6021 


塗膜防水下地保護材 


 


１８年の周期を目指す場合、（エ）の仕様を薦めるが全ての部位に（エ）の仕


様を採用するのではなく、ひび割れし易い部位には（エ）を使用し、ひび割れ


の心配が少ない部位では（ア）を使用するなど、建物の実情に合わせて仕様を


組むべきである。 


 


③シーリング 


シーリングの改修 


シーリング材も塗装材も双方の組合せを考慮して仕様材料を選定することに


なる。 


・シーリングのトップコート（塗装）について 


１２年以上経過している現場でトップコートの施されたシーリングを見る


と、状態が良好な場合も少なくない。適切にトップコートが施されれば１５


年耐用を目指すことも不可能ではない。 


・外壁タイル目地のシーリングについて 


トップコートを施すことが困難であるタイル目地シーリングの場合、耐候


性やその他の条件を考慮して、トップコート無しのポリサルファイド系シ


ーリング材が採用されてきた。耐用年数の向上を目指してタイル目地シー


リングへトップコートを施すために、無色の新しい塗装材を採用すること


も検討する。 
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④防水 


屋上防水の改修 


若葉台ではウレタン塗膜防水が大多数であるため、このＷＧではウレタン塗


膜防水について検討を行う。 


高い耐候性を有していて、汎用トップコートを使用した場合でも高耐久（１


５年相当の照射実験で７６％の光沢を保持する）が期待できる防水材が製品


化されている。 


最近では、高耐候性トップコートを指定の仕様で施せば、中間での塗替え無


しに１０年保証される製品があるので、併せて採用を検討すると良い。 


機能性材料としての高反射トップコートは、最上階居室の空調負荷を抑える


ために有効だが、結果として躯体の温度上昇も抑えることになり躯体故障の


低減に役立つ。また、防水層であるウレタンへの熱による劣化も防ぎ、修繕周


期を延ばすために有効な方法といえる。 
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４．大規模修繕周期延長の検討 


 


 


１）高耐久仕様の材料を採用する新しい仕様案を検討し、『改修周期 18 年を


目指した大規模修繕工事の仕様案』を作成した結果として、「技術的観点か


らは、これまで一般的に採用してきた周期は建物によって違いがあり、従


来 13 年あるいは 15 年の周期であったものを 18 年周期へ延長することが


可能である」と判断した。 


 


２）一方、マンション管理組合の合意形成という観点では、高耐久仕様は工事


費が増加することになり、合意形成が難しくなるが、マンション管理組合


の利点を明らかにするべく検討した結果、「大規模修繕工事 1 回の工事費が


これまで一般的に行われてきた工事仕様の場合と、新しい高耐久の工事仕


様の場合とを比べて増加が 1.2 倍以内であれば、長期修繕計画上の早い段


階で修繕積立金からの支出を少なくすることができる」との結論になった。


（下表及び次ページ「大規模修繕工事費と修繕周期のイメージ」による） 


 


大規模修繕工事周期延長の倍率 


建物形状 大規模修繕の周期延長 周期延長の倍率 


高層板状棟 


高層塔状棟 
１３年 → １８年 


1.38 倍 


(18÷13≒1.38) 


中層棟 １５年 → １８年 
1.2 倍 


(18÷15＝1.2) 


 


 


３）そこで、若葉台の実際の建物をモデルとして、工事費用を試算して検証を


行うこととした。 
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「大規模修繕工事費と修繕周期のイメージ」 
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５．工事仕様を判断するための指針 


 


 


１）モデル棟の工事費試算を行うにあたり、対象部位別にどの工事仕様を採


用するか判断するための指針『大規模修繕工事における改修レベルの指針』


を作成した。 


 


２）この指針は、指針１ページの「はじめに」に記述したとおり、マンション


における大規模修繕工事の周期を極力長期化させることを目的として、長


期耐用形工事とするための判断基準を整備しようとするものであるが、建


物の部位によって分かれる工事の目的や重要度を整理して明示し、更には


明示された基準に対応する改修工事の工法をも定めている。 


 


詳しくは資料２『大規模修繕工事における改修レベルの指針』によるが、


ここでは概要を説明する。 


 


 （１）工事目的の分類 


   大規模修繕工事の主な目的を整理・再確認するために、①躯体の維持、


②漏水予防、③安全性の維持および④意匠性の維持の４つに分類して


明示した。この中で下地補修やタイル補修工事は①～③に該当する。 


（２）建物部位の整理 


建物の各部位について工事の目的と重要度を分類するために、雨がかり


部と非雨がかり部に分けて整理した。例えば、雨がかり部には、「高所


外壁（H1m 以上の部分）」や「バルコニー・共用廊下・外部階段など手


摺壁外部」等があり、非雨がかり部には「バルコニー内壁（H1m 以上


の部分）」や「共用廊下・外部階段など内壁（H1m 以上の部分）」等が


ある。 


（３）重要度指標の設定 


建物の各部位に生ずる各種劣化に対する工事の重要度をその目的ごと


に設定した。例えば、漏水予防について、重要度が高であるのは「雨が


かり部分に生じた窓など開口部周りのひびわれ」であり、重要度が低で


あるのは「非雨がかり部分に生じた巾 0.2 ㎜以下のひびわれ」である。 


 （４）工事の目的別重要度一覧表（次ページ） 


前項までに整理した内容を表にまとめ、建物の部位と劣化に対する改修


工事の工法を示した。 
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工事の目的別重要度一覧表 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


鉄筋爆裂


中程度 軽度 中程度 軽度 中程度 軽度の浮き 巾0.2mm以上 巾0.2mm未満 開口部周り 300角以上
100～
300角


100角未満


【雨がかり部】 　　a．高所外壁（H1m以上の部分） 高 高 高 高 高 高 中 高 中 高 高 高 中


S-1 S-2 S-2 S-2 S-2 S-2 S－2 C-2 C-1 C-2
M-3
T-1


M-3
T-1


M-2・M-3
T-1・T-2


　　b．低所外壁（H1m以下の部分） 高 高 高 高 高 高 低 高 中 高 高 中 低


S-1 S-2 S-2 S-2 S-2 S-2
表層ｸﾗｯｸ補修


C-1
無補修


C-2 C-1 C-2
M-3
T-1


M-2・M-3
T-1・T-2


M-2・T-2
無補修


　　c．バルコニー・共用廊下・外部階段など手摺壁外部 高 高 高 高 高 高 中 高 高 高 高 中


S-1 S-2 S-2 S-2 S-2 S-2 S－2 C-2 C-2
M-3
T-1


M-3
T-1


M-2・M-3
T-1・T-2


　　d．バルコニー・共用廊下・外部階段など手摺壁内部 高 高 高 高 高 高 低 高 高 中 中 低


S-1 S-2 S-2 S-2 S-2 S-2
表層ｸﾗｯｸ補修


C-1
無補修


C-2 C-2
M-2・M-3
T-1・T-2


M-2・M-3
T-1・T-2


M-2・T-2
無補修


　　e．庇など見付け 高 高 高 高 高 高 高 高 高 高 高 中


S-1 S-2 S-2 S-2 S-2 S-2 S-2 C-2 C-2
M-3
T-1


M-3
T-1


M-2・M-3
T-1・T-2


　　f．庇など天端 高 高 高 高 高 中 中 高 高 中


S-1 S-2 S-2 S-2 S-2 C-3 C-3
M-2
M-3


M-2
M-3


M-2


　　g．バルコニー床面 高 高 高 高 高 中 低 高 中 低


S-1 S-2 S-2 S-2 S-2
C-3
C-4


C-4
C-5


M-3
M-1
M-3


M-1
無補修


　　h．共用廊下・外部階段など床面 高 高 高 高 高 中 低 高 中 低


S-1 S-2 S-2 S-2 S-2
C-3
C-4


C-4
C-5


M-3
M-1
M-3


M-1
無補修


　　ｉ．バルコニー・共用廊下・外部階段など天井 高 高 高 高 中 中 低 高 高 高


S-1 S-2 S-2 S-2 S-2 C-1
C-1
無処理


M-3
T-1


M-3
T-1


M-3
T-1


【非雨がかり部】 　　a．バルコニー内壁（H1m以上の部分） 高 中 中 中 中 中 低 高 中 高 高 高 低～中


S-1 S－2 S－2 S－2 S－2 S－2
表層ｸﾗｯｸ補修


C-1
無補修


C-2 C-1 C-2
M-2・M-3
T-1・T-2


M-2・M-3
T-1・T-2


M-2
T-2


　　b．バルコニー内壁（H1m以下の部分） 高 中 中 中 中 中 低 高 中 高 中 中 低


S-1 S－2 S－2 S－2 S－2 S－2
表層ｸﾗｯｸ補修


C-1
無補修


C-2 C-1 C-2
M-2・M-3
T-1・T-2


M-2・M-3
T-1・T-2


M-2
T-2


　　c．共用廊下・外部階段など内壁（H1m以上の部分） 高 中 中 中 中 中 低 中～高 中 高 高 高 低～中


S-1 S－2 S－2 S－2 S－2 S－2
表層ｸﾗｯｸ補修


C-1
無補修


C-1
C-2
C-6


C-1 C-2
M-2・M-3
T-1・T-2


M-2・M-3
T-1・T-2


M-2・T-2


　　d．共用廊下・外部階段など内壁（H1m以下の部分） 高 中 中 中 中 中 低 中～高 中 高 中 中 低


S-1 S－2 S－2 S－2 S－2 S－2
表層ｸﾗｯｸ補修


C-1
無補修


C-1
C-2
C-6


C-1
C-1
C-2
C-6


M-2・M-3
T-1・T-2


M-2・M-3
T-1・T-2


M-2・T-2
無補修


　　e．内部廊下・内部階段など壁（H1m以上の部分） 高 中 中 中 中 中～低 低 中 低 中 高 高 低～中


S-1 S－2 S－2 S－2 S－2
S-2
無補修


表層ｸﾗｯｸ補修
C-1
無補修


C-1
C-2
C-6


C-1
C-1
C-2
C-6


M-2・M-3
T-1・T-2


M-2・M-3
T-1・T-2


M-2
T-2


　　f．内部廊下・内部階段など壁（H1m以下の部分） 高 中 低 中 低 中～低 低 中 低 中 中 中 低


S-1 S－2
S-2
無補修


S－2
S-2
無補修


S-2
無補修


表層ｸﾗｯｸ補修
C-1
無補修


C-1
C-2
C-6


C-1
C-1
C-2
C-6


M-2・M-3
T-1・T-2


M-2・M-3
T-1・T-2


M-2・T-2
無補修


　　b．内部廊下・内部階段など天井 高 高 中 高 中 中 低 高 高 中


S-1 S－2 S－2 S－2 S－2 C-1 C-1 M-3
M-2
M-3


M-2
M-3


表記記号


鉄筋発錆部分の補修・ポリマーセメントモルタル埋め戻し S-1


ジャンカなど躯体不具合部のハツリ・ポリマーセメントモルタル埋め戻し S-2


フィラー処理 C-1


Ｕカット・シール処理 C-2


メッシュクロス補強　+　ウレタン塗膜防水 C-3


ウレタン防水材擦り付け　+　防水処理（ウレタン樹脂・ビニル床シート） C-4


無処理　+　防水処理（ウレタン樹脂・ビニル床シート） C-5


エポキシ樹脂低圧・低速注入処理 C-6


金物取合部の斫り、復元補修 C-7


エポキシ樹脂注入処理 M-1


アンカーピンニング処理 M-2


不具合部ハツリ・ポリマーセメントモルタル埋め戻し M-3


※タイル張り替え補修 T-1


※タイル下地層浮き部のアンカーピンニング処理 T-2


※タイル面の注入口付きアンカーピンニング処理　（予備仕様） T-3


※樹脂皮膜によるタイル剥落防止処置　（予備仕様） T-4


改修工法適用区分


モルタルの浮き
界面剥離・欠落補修


コンクリート躯体改修


タイル仕上部補修


ひびわれ補修


タイル・モルタルの浮き


安全性の維持


木コン・異物 ピーコン


躯体の維持


建物の部位
雨がかり


非雨がかりの区分


漏水予防


ひびわれ巣穴・ジャンカ
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６．モデル棟の工事費試算 


 


 


１）実際の若葉台の建物をモデルとして、『大規模修繕工事における改修レベ


ルの指針』に基づいた部位ごとの工事仕様を指定する「改修工事図面」を作


成し、工事費の試算を行った。なお、試算は、若葉台で一般的な建物形状で


ある高層の板状棟、塔状棟及び中層棟の３タイプで行った。 


 


２）工事費試算の条件は以下のとおり。 


①モデル棟にて実際に行われた大規模修繕工事と同じ工事項目で試算する。


②単価の設定は、以前の大規模修繕工事設計業務の際に、若葉台まちづくり 


センターが予算書作成業務を依頼した建築積算事務所による予算用の単


価と、株式会社スペースユニオンによる近年の実績に近い単価との調整を


図ることとし、中間の数値を採用する。一部の単価は、一般財団法人経済


調査会「積算資料ポケット版マンション修繕編」の数値を利用している。 


 


３）試算の結果により、工事費増加率が目標としていた 1.2 倍以内に納まる


ことを確認できた。試算の内訳と増加率の数値等は、１０～１３ページに


て説明する。 
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７．検討の結果と効果の有効性 


 


 


１）修繕周期と試算した工事費の増加率の関係 


工事費の試算結果を１１～１３ページの「工事費試算結果表」にまとめ


た。結果として、増加率が 1.2 倍以内に納まることを確認できたため、大規


模修繕工事の周期延長はマンション管理組合にとって利点の有ることが明


確になった。 


 


なお、工事費は具体的な工事費単価を設定して内訳を作成して検討を行


ったが、改修技術ＷＧの目的（具体的な工事費や工事単価を研究したり定め


たりすることが目的ではなく、高経年マンションの長寿命化に有効な大規


模修繕工事を実施するための合意形成を可能にする工事仕様を作成するこ


とが目的）に沿って、工事費の増加率を比較した。 


 


大規模修繕工事周期延長の倍率と工事費の増加率 


建物形状 大規模修繕の周期延長 周期延長の倍率 工事費の増加率 


高層板状棟 


１３年 → １８年 
1.38 倍 


(18÷13≒1.38) 


1.14 倍 


高層塔状棟 1.17 倍 


中層棟 １５年 → １８年 
1.2 倍 


(18÷15＝1.2) 
1.15 倍 


 


２）その他の利点 


①前年度にＷＧが発足する際に課題とした既存塗膜の除去についても、修


繕周期の延長は効果が有る。一般的に 3 回目または 4 回目の大規模修繕


の際に、壁と塗膜の付着力を確保するための既存塗膜除去作業が必要に


なる。この除去作業には時間と手間が掛かるために工事費が大きいが、大


規模修繕の周期が延びることによって除去作業の時期を遅らせることが


できる。 


②大規模修繕の実施期間中は居住者の生活への影響も大きい。周期が延び


れば影響を受ける回数を減らす効果が有る。 
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モデル棟Ａ（高層板状棟） 


工事費試算結果表 


建物構造・規模等 
住戸数 78 戸 SRC 造 地上 14 階建て 階段室型 


主な外壁の仕上：吹付タイル 


 


名  称 
工事費 


増加率 
特 記 事 項 


 直接工事費   


1 直接仮設工事 1.00 倍  


2 下地補修工事 1.06 倍  


3 シーリング工事 1.29 倍  


4 塗装工事 1.35 倍  


5 鉄部塗装工事 1.00 倍  


6 
防水工事 


(屋上防水含まず) 
1.15 倍 


工事内容 


1 階庇屋根 4 ヶ所，ﾊﾞﾙｺﾆｰ庇，外廊下庇， 


ﾊﾞﾙｺﾆｰ床，外廊下排水溝，階段室排水溝 


7 
外廊下・階段室 


床ｼｰﾄ張り工事 
1.00 倍 


工事内容 


不織布積層ﾋﾞﾆﾙ床ｼｰﾄ t2.5 


蹴込・ﾉﾝｽﾘｯﾌﾟ一体型 


8 その他雑工事 1.00 倍  


合計  1.14 倍  


 


ＷＧ仕様と従来の一般的な仕様の主な違い 


１）下地補修工事   巾 0.2 ㎜未満ひび割れ補修の数量増加 


            浮き補修の注入割合増加 


            タイル張替の数量増加 


２）シーリング工事  外壁タイル面のシーリングは、露出ではなくトッ


プコートを施す 


３）塗装工事     ＷＧ仕様 


下塗り：水性弱弾性下地調整塗材 


中塗り：水性弾性フッ素樹脂系塗料 


上塗り：水性弾性フッ素樹脂系塗料 


４）防水工事     高耐候・高耐久性ウレタン塗膜防水材使用 
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モデル棟Ｂ（高層塔状棟） 


工事費試算結果表 


建物構造・規模等 


住戸数 54 戸 SRC 造 地上 14 階建て 


階段室・外廊下併用型 


主な外壁の仕上：セメントスタッコ 


 


名  称 
工事費 


増加率 
特 記 事 項 


 直接工事費   


1 直接仮設工事 1.00 倍  


2 下地補修工事 1.28 倍  


3 シーリング工事 1.00 倍  


4 塗装工事 1.43 倍  


5 鉄部塗装工事 1.00 倍  


6 
防水工事 


(屋上防水含まず) 
1.09 倍 


工事内容 


最上階外廊下屋根，ｴﾝﾄﾗﾝｽｷｬﾉﾋﾟｰ， 


1 階駐輪場屋根，ﾊﾞﾙｺﾆｰ床， 


外廊下排水溝，階段室排水溝 


7 
外廊下・階段室 


床ｼｰﾄ張り工事 
1.00 倍 


工事内容 


不織布積層ﾋﾞﾆﾙ床ｼｰﾄ t2.5 


蹴込・ﾉﾝｽﾘｯﾌﾟ一体型 


8 その他雑工事 1.00 倍  


合計  1.17 倍  


 


ＷＧ仕様と従来の一般的な仕様の主な違い 


１）下地補修工事   巾 0.2 ㎜未満ひび割れ補修の数量増加 


            浮き補修の注入割合増加 


            タイル張替の数量増加 


２）塗装工事     ＷＧ仕様 


下塗り：水性弱弾性下地調整塗材 


中塗り：水性弾性フッ素樹脂系塗料 


上塗り：水性弾性フッ素樹脂系塗料 


４）防水工事     高耐候・高耐久性ウレタン塗膜防水材使用 
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モデル棟Ｃ（中層棟） 


工事費試算結果表 


建物構造・規模等 


住戸数 39 戸（2 棟分） 


RC 壁式構造 地上 4 階建て 階段室型 


主な外壁の仕上：セメントスタッコ 


 


名  称 
工事費 


増加率 
特 記 事 項 


 直接工事費   


1 直接仮設工事 1.00 倍  


2 下地補修工事 1.54 倍  


3 シーリング工事 1.00 倍  


4 塗装工事 
1.39 倍 


 


5 鉄部塗装工事  


6 防水工事 1.01 倍 
工事内容 


屋上防水改修，1 階出入口庇 


7 その他雑工事 1.00 倍  


合計  1.15 倍  


 


ＷＧ仕様と従来の一般的な仕様の主な違い 


１）下地補修工事   巾 0.2 ㎜未満ひび割れ補修の数量増加 


            浮き補修の注入割合増加 


２）塗装工事     ＷＧ仕様 


下塗り：水性弱弾性下地調整塗材 


中塗り：水性弾性フッ素樹脂系塗料 


上塗り：水性弾性フッ素樹脂系塗料 


４）防水工事     1 階出入口庇に高耐候・高耐久性ウレタン塗膜防


水材使用 
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８．若葉台の長期修繕計画ガイドラインと今後の大規模修繕工事 


 


 


１）今後の大規模修繕工事に向けて指針の活用 


１００年マンションを目指すために、各管理組合での大規模修繕工事の計


画の際には、改修技術ＷＧで作成した指針を活用した工事内容を各管理組


合の修繕委員会等で検討し、改修工事設計に反映させることが望ましい。 


 


２）若葉台の長期修繕計画ガイドライン 


「大規模修繕工事費と修繕周期のイメージ」を具体的な資料とするために


長期修繕計画のモデルを作成した。 


①従来仕様の大規模修繕工事と修繕積立金の支出を比較できるように、３


回目の大規模修繕から改修技術ＷＧの仕様で大規模修繕工事を行った


場合で、５回目大規模修繕の５年先程度までを計画範囲とした。 


②汎用的な資料として比較検討して使用できるように、工事費は戸当りの


費用で示す。 


   


 詳細は資料５「若葉台住宅管理組合 長期修繕計画のモデル」による。 


 


注）この指針はあくまで建築の大規模修繕を対象とした指針であり、今後の


長期修繕計画では、専有部を含む設備改修を別途検討する必要がある。 





mase-h8310
ファイル添付




大規模修繕工事が【従来の一般的な工事仕様】の場合 大規模修繕工事が【改修技術ＷＧ工事仕様】の場合 
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第４回
大規模修繕


第５回
大規模修繕


第３回
大規模修繕


サッシ・


玄関扉改修


若葉台住宅管理組合 長期修繕計画のモデル （案）
モデル （１）修繕積立金と工事費は１戸あたりの金額


（２）計画期間 3回目大規模修繕（39年経過）～5回目大規模修繕後（80年経過）まで


（３）管理組合規模 200戸～300戸程度 専有部面積（平均）79.3㎡／戸


（４）年間修繕積立金（収入） 12,000円×12ヶ月＝144,000円


（５）消費税計算 10％


（６）単純化するために、第３回大規模修繕終了時（築39年経過）の【改修技術ＷＧ仕様】の積立金残高を0円とする


作成：改修技術ＷＧ 平成28年2月5日


グラフ 縦軸 修繕費金額単位：千円


横軸 築経過年数


凡例 単年度支出計


修繕積立金収入累計


修繕費支出累計


修繕積立金残高


第５回


大規模修繕


第６回


大規模修繕


サッシ・


玄関扉改修


サッシ・


玄関扉改修


周期18年


工事費UP


132千円 周期延長


5年


周期13年


外壁旧塗膜除去


外壁旧塗膜除去


外壁旧塗膜除去


資料５
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別紙－２  課題解決に向けての取組【作業フロー（実際に行われた取組の流れ）】 


 ◇改修技術ワーキンググループ設備小委員会 


 


支援を受ける団体 


支援事業者 


 


ＷＧの構成メンバー 
 


課題に取組む為のﾜｰｷﾝｸﾞｸﾞﾙｰﾌﾟを組織 


「改修技術ＷＧ設備小委員会」 


＜その他＞ 


・マンション設備改修設計事務所 


・マンション改修工事設備施工会社 


 


 


課題と目標 


支援を受ける団体 


「若葉台住宅管理組合協議会」 


（マンション管理組合の団体） 


支援事業者 


「一般財団法人若葉台まちづくりセンター」 


（マンション管理会社） 


外部専門委員 


以降ＷＧでの活動    
5 回開催 


・改修工法と材料の再確認 


 設備別に改修工法と使用材料を比較検討


し、推奨できるものを検討のうえ決定 


 


・規約改定案の検討 


 専有部分の配管類を含めた管理組合による


共同管理の為の管理組合規約改定案の検討 


 


・リフォーム工事に於けるガイドライン作成 


 リフォーム工事に於ける、確認すべきポイ


ントをガイドラインとして作成 


工法・材料等の検討 


・上記検討項目を合意形成可能な条件に合致


させる為の検討 


課題解決のための検討対象を設定 


① 管理組合規約改定案の検討 


② リフォーム工事におけるガイドライン作成 


 


◇管理組合規約改定案を提唱 


◇リフォーム確認事項の提唱 
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横浜若葉台１００年マンション・世代循環型団地プロジェクト 


 


横浜若葉台における建物等の長寿命化の為の設備改修技術と 


専有部分の共同管理の為の指針 


 


 


 


 


 


 


 


２０１６年２月５日 


改修技術ワーキンググループ 設備小委員会 
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１．改修技術ワーキンググループ設備小委員会について 


 


 


「緑のまち横浜若葉台『１００年マンション憲章』（２００７年９月）」に基づいて、 


今回、横浜若葉台１００年マンション・世代循環型団地プロジェクトでは、建物等の長


寿命化と世代循環型団地の創出を目指して、マンション大規模修繕工事に関する検討作


業を改修技術ワーキンググループ（以下「改修技術ＷＧ」と言う）の分科会として給排


水設備工事・電気設備工事を検討する「設備小委員会」を立ち上げた。 


設備小委員会は２０１４年度から２０１５年度の２ヵ年度に亘って行い、その成果を


「横浜若葉台における建物長寿命化の為の設備改修技術と専有部の共同管理の為の指


針」としてまとめた。 


 


 


緑のまち横浜若葉台「100 年マンション憲章」 


１．管理組合は、マンションの「長寿命化・再生」を目指し、さまざまな施


策と活動を行っていきます。  


 


２．管理組合は、「守る管理」から「攻める管理」を実践していきます。  


 


３．管理組合は、この素晴らしい「住・緑環境」を守り、積極的かつ広域的


に協調して管理していきます。  


 


４．管理組合は、世代間の平準化を積極的に図り、「世代循環型団地」の創出


を目指します。  


 


５．管理組合は、オール若葉台組織の一員として、魅力ある 100 年タウンを


目指し、「緑のまち横浜若葉台」を創造します。  
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２．課題と目標 


 


高経年マンションに起こり得る不具合の実例を確認し、各管理組合へ推奨できる改修


工法や使用材料についてメリット・デメリットを洗い出し、高経年マンションの再生を


目指して、今後の改修工事で管理組合の合意形成を図る事を目標とした。 


また、専有部分の配管は所有者の責任において管理する事が原則であるが、専有部分


の配管であっても管理組合による共同管理が必要なケースもあり、修繕積立金の一部を


専有部分にも適用できる様、管理組合規約を改訂する事で１００年マンションを標榜す


る助けとなる指針作りを目標とした。 


  


 具体的には以下の項目である。 


１）マンション設備の大規模修繕工事を行うとき、居住者への在宅や高齢化に伴う工事


協力などを考慮すると、一時的には多額の費用を要しても設備配管類の修繕サイクル


を出来るだけ長くすることが重要であると考えた。 


 


２）共用部の設備配管を改修する際、改修工法と使用材料、費用について比較検討した。 


管理組合における設備大規模修繕工事に推奨できる材料・工法を提案し、合意形成を


図ることを目標とした。 


 


３）マンションの高経年化に起こり得る、専有部分における設備配管の老朽化に伴う漏


水等を未然に防ぐため、あらかじめ管理組合規約を一部改訂し、管理組合が専有部分


の一部を一斉に行う修繕・改良等の工事が出来るよう管理組合規約改訂の指針作りが


必要であると考えた。 


 


４）設備に関するリフォーム工事について、マンションの高経年化に伴い、リフォーム工


事が増加している傾向である。居住者が申請手続きや施工に関する資料として活用で


きるものや、管理組合が居住者の行うリフォーム工事について提出してもらうべきも


のなどを記載した指針作りが重要であると考えた。 
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３．共用部の設備配管改修工法と使用材料の検討 


 


１）共用給水設備（資料１参照） 


①改修工法 


  若葉台の給水方式は１・２丁目では高置水槽方式、３・４丁目では受水槽加圧給水


方式が採用されている。 


  改修工法は横浜市水道本管より直接給水する直結増圧給水方式を推奨する。 


 これにより水質の安全性が確保され、ランニングコストも軽減できる。 


②使用材料 


  使用材料は耐久性・耐震性・耐腐食性に優れていることから高性能ポリエチレン管


を推奨する。この配管材料を使用する事で耐用年数は５０年程度であることから長


期にわたり使用出来る事が見込める。 


 


２）共用排水設備（資料２参照） 


①改修工法 


  排水管の改修工法について、近年では更生工法（古い配管の内部を研磨して樹脂に


より内面をコーティングし再生する工法）も多く採用されているが、コストと実績か


ら判断し、更新工法を推奨する。 


②使用材料 


建設された年度により使用されている材料は異なるが、排水管は鉄管系のものから


腐食しない樹脂系のものに変わりつつあり、若葉台や他物件の実績も考慮した。また、


防火区画を貫通する箇所においては材料の制約があり、それらを踏まえ推奨できる材


料は下記の４種類に絞られた。 


 


・排水用硬質塩化ビニルライニング鋼管 


・耐火遮音パイプ 


・耐火二層管 


・耐火ＶＰ管－Ｓ 


 


  これらを使用した場合、４０年以上使用できる事が見込める。 
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４．専有部分の管理組合による共同管理・修繕積立金取り崩しによる 


修繕工事等について（資料３参照） 


 


１） マンションの高経年化に伴い起こりうる、主として設備配管の専有部分における


劣化・事故等を未然に防ぐために、予め管理組合規約を一部改訂し、「管理組合が専


有部分の一部を一斉に行う修繕・改良等の工事ができるため」の指針である。 


 


２）規約改訂の背景と主な事項 


① 管理組合および修繕積立金についての区分所有法上、標準管理規約上の取決めは、


そもそもそれらが法整備化された時点では、現在のような、高経年による様々な事象


を想定していなかった。 


② しかし、今日既に３０年以上経過したマンションにおいては、設備配管を主に、床


下の専有部分で劣化による水漏れ等が起こる可能性があり、かつこれを区分所有者


（及び占有者）が事前に予測することは事実上不可能である。 


③ 現に、最近損保会社の一部では、２０年、２５年経過マンションの損害保険新規加


入の辞退や経年による保険料率の高額化などが起きている。 


④ それらの事象を未然に防止するためには、管理組合の存在が、共用部分だけでなく、


集住しているために起こりうる、共用部分や隣接住戸に影響しうる専有部分の一部も


対象にせざるを得ない状況がある。特に修繕積立金の取り崩しによる「修繕工事に専


有部分の一部を対象にできる条項が必要」である。 


⑤ 経年マンションの調査結果（２０１３年３月、国土交通省に報告の「神管ネットに


よる再生事例調査―若葉台管理組合からも事例収集―でも排水管や給水管の一部専


有部分修繕工事例」からもうかがえる。 


⑥ 第２９条、第２項の最後の号に（６）を加え、（１）から（５）までの要件が、①、


②に該当する時、修繕積立金の取り崩しが可能となるように設定した。①はすでに標


準管理規約でもコメント付きで表示あり。②は、さらに、下線の要件を加筆する。 


⑦ 本条第１項、および第２項（６）号の追加記述により、（議決事項）第５０条の（６）、


７）の「・・・繕積立金の意取り崩し」の議案で、総会の議決が条件になること、（団


地総会の議事）第４９条により、単純過半数で専有部分の修繕工事は可能であるが、


工事自体が専有部分に関わることから、「出席者数及び議決権総数の４分の３決議で


行うこと」が望ましい。 


⑧ 専有部分を管理組合の費用で一斉に工事を行った場合、その後の日常管理は当該区


分所有者が行わなければならない。 


⑨ 上記規約改訂と同時に、「長期修繕計画」に専有部分の配管で大規模改修工事の対


象となる項目を加えておく必要がある。                              
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５．電気設備・給排水設備リフォーム工事に関する指針（資料４参照） 


 


専有部分の電気設備・給排水設備のリフォーム工事を行う際は管理組合の規約を確認


し、承認事項や禁止事項を十分確認したうえで工事を計画する必要がある。 


また、施主は施工業者と共に工事の内容や資料４の留意点をチェックする事も必要で


ある。 


 


１）リフォーム工事の進め方 
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２）管理組合への申請手続き 


 


若葉台の管理組合は全１５管理組合があり、リフォームの申請について内容も多少違


いがある。 


工事着工の２週間前までに下記の書類（各２通）を管理組合に提出し承認を得る事が


必要である。 


 


①申請書 


②近隣の承認書（対象住戸の上下左右の居室から承認が必要） 


 ※ただし、管理組合の決められた基準以上である場合、承認書の有無は管理組合の 


判断による。 


③工事仕様書 


（施工業者、施工期間、工事範囲、工事内容、施工方法、共用管との接続方法など） 


④改修設計図 1/100 を標準とする。（平面図、断面図、詳細図など） 


⑤カタログ等の写し 


⑥工事計画時のチェックリスト（資料５） 


⑦その他組合の指定するもの（写真やテレビ受け口改修の念書等） 


 


３）工事以外の留意事項 


  


①工事中の騒音、振動についての配慮 


 工事中は近隣住戸に対して騒音や振動について配慮した工事を行う必要がある。 


作業時間についても管理組合で定められた時間を守るようにしなければならない。


日曜日や祝日、管理組合によっては土曜日も作業禁止のところもあり、申請時に確認


が必要である。  


②共用部分の養生や資材の仮置きについての配慮 


 工事に伴い共用部分に養生をする必要がある。（エレベーター、玄関ホール、共用廊


下、階段室など）。また、撤去材や資材を搬出入する場合は他の居住者に迷惑をかけ


ないよう配慮が必要となる。  


③片付け・清掃について 


 共用部分については作業完了後、きちんと清掃しなければならない。特に廊下やエレ


ベーターの養生を撤去した後、養生テープの粘着が残っていたりすることがあり、配


慮が必要となる。 


④工事用車両について 


 工事に伴う車両は最小限度の台数にし、管理組合で決められた場所に駐車しなけれ


ばならない。事前に管理組合へ申請し、指定の駐車票をダッシュボードに提示する事


が必要である。 
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資料-1 


１.共用給水設備工事について 


１）若葉台の給水方式について 


 


若葉台の建物の給水方式は建設された時期により異なります。 


１丁目・２丁目は①高置水槽方式が採用され、３丁目・４丁目は②加圧給水方式が採用


されている。 


 


 


     ①高置水槽方式              ②加圧給水方式 


 


高置水槽方式のメリット 


 ●高置水槽がある為、停電時でもすぐに断水せず、貯水している分は給水可能。 


 （給水期間は限定的） 


 ●受水槽がある為、給水本管の引き込み口径が小さくできる。 


 ●給水圧力が重力給水の為、安定しており電気代も安い。 


 


高置水槽方式のデメリット 


 ●受水槽以下の水質管理は管理組合に責任がある。 


 ●法定清掃、水質検査、施設点検の費用が掛かる。 


 ●停電時は高置水槽に水を送れない為、高置水槽残量しか給水できない。 


 ●水槽に貯水する為、水質や衛生面が低下する。 
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加圧給水方式のメリット 


 ●受水槽がある為、給水本管の引き込み口径が小さくできる。 


 ●給水施設・装置が集中できる。 


 ●高置水槽が無い分清掃費用が不要になる。 


 ●高置水槽と架台が無い分だけ建物の積載荷重の軽減になる。 


 


加圧給水方式のデメリット 


 ●受水槽以下の水質管理は管理組合に責任がある。 


 ●受水槽の法定清掃、水質検査、施設点検の費用が掛かる。 


 ●停電時にはすぐに断水となる。 


 ●水槽に貯水する為、水質や衛生面が低下する。 


 ●高置水槽方式と比較し、常時ポンプが稼働しているので電気代が掛かる。 


 


２）推奨する改修工法について 


  


 給水設備全体を改修する場合は工事費や衛生面、ランニングコスト面から「直結増圧


給水方式」を推奨する。 


 


     


 


 


 


 


 


 







10 


 


直結増圧給水方式のメリット 


 ●高置水槽・受水槽が不要の為、清掃費や補修費が掛からない。 


 ●水道水が直接供給される為、良質になる（水質検査が不要になる。） 


 ●ポンプ棟の電気設備が高圧から低圧に変更になり、電気設備法定点検費が不要にな


る。 


 ●各水道メーターに減圧弁を設置する為、水圧が均等に調整できるようになる。 


 ●受水槽やポンプ棟が不要となり、備蓄倉庫等に利用することも可能。 


  （管理規約変更等注意） 


  但し、若葉台の高層棟の建物では受水槽を消火水槽として兼用していることから、


撤去することは出来ない。 


 ●加圧給水方式と比較し、本管水圧の差圧分しか動力を必要としないので効率が良


い。 


 


直結増圧給水方式のデメリット 


 ●停電、又はポンプ故障時には即断水となる可能性がある。 


  （本管圧にて低層階までは給水可能） 


 ●水槽が無いので災害時などに飲料水として使用できない。 


 


 
増圧給水ポンプ設置写真（イメージ） 
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３）使用材料について 


 


使用材料について、従来は硬質塩化ビニルライニング鋼管やポリ紛体ライニング鋼管


が主に使用されていたが、耐久性・耐震性・耐腐食性・施工性に最も優れている水道用


高性能ポリエチレン管を推奨する。 


継手本体に電気コイルが入っており、電気融着し接合する。 


電気融着することでパイプと継手が一体化され、継ぎ目が無くなることとなる。 


また、腐食が無い事や外面に結露しにくい事から配管の保温は原則不要となる。 


但し、結露しやすい場所においては保温が必要な場合がある。 


 


  


  


【継手内部の状況】 
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２.共用排水設備工事について                      資料-2 


 １）改修工法について 


 


排水設備の改修工事を行うにあたり、建物の状況や現在使用されている材料、入居者の


生活状況等を考慮し、決定する必要がある。 


築３０年を超える建物では、入居者の高齢化の問題があり、排水管改修工事のような設


備大規模修繕工事では、荷物の移動や在宅のお願い、排水制限等で高齢な居住者にとっ


てかなりストレスの溜まるものになってしまう。 


工事費だけで無く、それらも踏まえて工事の計画をしなければならない。 


工事に係る期間と回数は少なくしたいもので、費用対効果を十分に検討し決定したいも


のである。 


また、工事範囲についても、十分に検討のうえ、もう一度同じ場所を工事する事の無い


様決定しなければならない。 


排水管の改修工法には、「更新工法」と「更生工法」があり、それぞれのメリット・デ


メリットを比較した結果、「更新工法」を推奨する。 
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２）若葉台で使用されている配管材料について 


 


 若葉台の建物に使用されている排水管の材料は以下のものになります。 


 


 


赤い太枠内のものが主に使用されている。 
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３）改修工事で使用する配管材料について 


 


 


 


＜参考＞ 


排水の方式については排水性能向上の為、特殊継手方式を採用する。 
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資料-3 


３．専有部分の管理組合による共同管理・修繕積立金取り崩しによる修繕


工事等についての規約改訂案 


 


各条項数値・項目案は、若葉台第○○住宅管理組合の規定を基に作成してあるので、各


管理組合によって適宜、各項の移動、加筆・修正等が起こる事を前提とする。 


「ゴシック部分を変更」 


 


※規約本文 


 （区分所有者による専有部分の修繕等） 


第１８条 団地建物所有者は、その専有部分について、修繕、模様替え又は建物に定着す


る物件の取付け若しくは取替え（以下「修繕等」という。）を行おうとするときは、あ


らかじめ、理事長（第４０条に定める理事長をいう。以下同じ。）にその旨を申請し、


書面による承認を受けなければならない。 


２ 前項の場合において、団地建物所有者は、設計図、仕様書及び工程表を添付した申請


書を理事長に提出しなければならない。 


３ 理事長は、第１項の規定による申請について、承認しようとするとき、又は不承認と


しようとするときは、理事会（第５３条に定める理事会をいう。以下同じ。）の決議を


経なければならない。 


４ 第１項の承認があったときは、団地建物所有者は承認の範囲内において、専有部分


の修繕等に係る棟の共用部分の設備並びにテレビアンテナ差込口、感知器、インター


ホン、玄関扉等の補助錠の工事を行う事ができる。 


５ 理事長又はその指定を受けた者は、本条の施行に必要な範囲内において、修繕等の


箇所に立ち入り、必要な調査を行うことができる。この場合、団地建物所有者は、正当


な理由がなければこれを拒否してはならない。 


６ 専有部分の中にある共用設備配管、共用通信設備、共用テレビ配線等については全


体に影響を及ぼす事から修繕をしてはならない。 


７ 団地建物所有者又は区分所有者が守るべき事項については、別に細則を定める。 


８ 専有部分の中に設けられているパイプスペースは専有部分であっても管理組合の共


同管理部分であることから個々の修繕に合わせて狭くするなどの行為をしてはならな


い。 


９ 専有部分から階下への漏水事故等については管理組合へ報告する。 


10 管理組合によっては給湯暖房機（ＴＥＳ）を構造上ベランダに面した外壁に設置す


ることが禁止されている管理組合もある。 


 （管理組合による専有部分の修繕等） 
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第１９条 共用部分と構造上一体となった専有部分、共用部分及び隣接・階下の各住戸


に著しい影響の起こる可能性のある場合の設備配管、電気配線、通信設備等について


は専有部分であっても、管理組合により修繕をおこなうことができる。 


 ２ 第 1 項の工事に際し、区分所有者は正当な理由なしに工事を拒否できない。 


 ３ 第 2 項の正当な理由がある場合のうち、当該区分所有者が第 1 項の工事内容と同


等以上の仕様で一定の期間内に遡ってすでに工事実施済みの場合、管理組合は当


該区分所有者に対して一定の損失補填をすることがある。 


 


 （修繕積立金） 


第２９条 管理組合は、各団地建物所有者が納入する修繕積立金を積み立てるものとし、


積み立てた修繕積立金は、土地、付属施設及び原則として団地共用部分（建物共用部


分等）の、次の各号に掲げる特別の管理に要する経費を充当する場合に限って取り崩


すことができる。 


 （１）一定年数の経過ごとに計画的に行う修繕、第 19 条第１項に示す、管理組合によ   


る専有部分の修繕等 


 （２）不測の事故その他特別の事由により必要となる修繕 


 （３）土地、付属施設及び団地共用部分の変更 


 （４）建物の建替えに係る合意形成に必要となる事項の調査 


 （５）その他土地、付属施設及び団地共用部分（建物共用部分等）の管理に関し、団地


建物所有者全体の利益のため特別に必要となる管理 


  


２ 前項にかかわらず、団地管理組合総会の決議により、第７２条第３号、第４号による


請求及び専有部分における前項第１号、第２号に関する経費に充当する場合は、修繕


費を取り崩すことができる。 


３ 管理組合は、第１項にかかわらず、区分所有法第７０条第１項の一括建替え決議（以


下「一括建替え決議」という。）又は一括建替えに関する団地建物所有者全員の合意の


後であっても、マンションの建替えの円滑化等に関する法律（以下本項において「円滑


化法」という。）第９条のマンション建替事業の認可までの間、建物の建替えに係る計


画又は設計等に必要がある場合には、その経費に充当するため、修繕積立金から管理


組合の消滅時に建替え不参加者に帰属する修繕積立金相当額を除いた金額を限度とし


て、修繕積立金を取り崩すことができる。 


４ 管理組合は、第１項にかかわらず、区分所有法第６２条第１項の建替え決議（以下


「建替え決議」という。）、一括建替え決議又は建替えに関する区分所有者全員の合意


の後であっても、円滑化法第９条の建替組合の設立の認可又は円滑化法第４５条のマ


ンション建替え事業の認可までの間において、建物の建替えに係る計画又は設計等に


必要がある場合には、その経費に充当するため、修繕積立金を取り崩すことができる。 


５ 管理組合は、第１項各号の経費に充てるため借入れをしたときは、修繕積立金をも


ってその償還に充てることができる。 
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※住宅等の改造・模様替え及び修繕等に関する細則 


 （禁止事項） 


第２条 組合員は、住宅及び建物の改築、模様替え並びに敷地の使用等に関して次の各


号に掲げる行為をしてはならない。 


 （１）住宅の増築 


 （２）バルコニーの改築 


 （３）出窓の新設 


 （４）建物の主要構造部（建物の構造上不可欠な壁、柱、床、階段、はり、バルコニー


及び庇をいう。）の穿孔、切欠その他主要構造部に影響を及ぼす行為 


 （５）共用設備配管、共用通信設備、共用テレビ配線等、全体に影響を及ぼす修繕。 


（６）敷地の個人使用（ただし理事会が承認した場合を除く） 


 


 （承認事項） 


第３条 組合員は、次の各号に掲げる場合には、あらかじめ理事会に届け出て書面によ


る承認を得なければならない。 


 （１）住宅の改修をするとき。（ただし木部造作等の軽易な改修および原状回復のため     


の改修を除く。） 


(２)共用部分を改修または塗装すること。 


 （３）住宅または共用部分にアンテナ、その他近隣に影響を及ぼす恐れのある物を設置 


すること。 


 （４）共用設備配管に接続する専有配管類、テレビアンテナ差込口、給排気トップ等


の変更。 
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資料-4 


 


４．電気設備・給排水設備リフォーム工事ガイドライン 


 


 若葉台の建物も入居後３６年を迎える建物も出てきて、年々リフォーム工事も増加傾


向になりつつある。今年１年間で管理組合申請件数では４８５件という 件数で、全体


の約１０％を占めている。（賃貸住宅及びヴィンテージ・ヴィラ横浜、トレクォーレ横浜


若葉台を除く） 


 その為、多くの業者が若葉台内でリフォーム工事を実施しており、その技術力も様々


である。 


多くのリフォーム工事では仕上げ材の取替等の建築的なリフォームが主体で、設備に


ついては見落とされがちである。また、建築業者が主体であることから設備については


軽視されがちであり、完成してから不具合が発生する事も起きている。 


 リフォーム工事で「こんなはずではなかった。」・「他の会社でお願いすればよかった。」


というようなケースにならない様に、施工業者に任せっぱなしではなく、施主側の予備


知識として活用する目的で作成したものである。 
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１）技術上の留意事項 


 


リフォーム工事では建築的な部分の費用の割合が大きく、電気設備・給排水設備の  


工事については重要視されない事がある。 


工事が終わり、せっかくきれいに仕上がったものでも設備配管の不具合でもう一度工


事をしなければならない事も少なくない。 


間取りの変更や住設機器の位置変更等に伴う配線・設備配管の更新の際に抑えておか


なければならないポイントは以下のとおりであり、事前に確認しておく必要がある。 


 


①電気工事について 


 電気工事は、法律により登録を受けた電気工事業者に依頼する。 


 また、工事完了後には漏電等が無いか絶縁抵抗測定を行う必要がある。 


 


②電気設備の管理区分（責任分界点）について 


 


マンションなどの集合住宅の電気設備は共用部と専有部に分かれている。 


 共用の幹線から電気メーターまでの一次側配線は共用部分、電気メーターから各住


戸内の配線を専有部分と分類して管理している。 
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③契約電力アップについて 


電気の容量については電力会社と直接契約をすることとなり、建物により共用幹線の


太さが異なり、供給できる電力が限られていることから管理組合で決められた容量以


上に契約電力を上げることは出来ない。 


 エアコンの増設やＩＨヒーターを使用するため容量アップをすると共用の主管ブレー


カーが落ちてしまい、系統もしくは全戸停電になってしまうことも考えられる。 


④住戸分電盤について 


各住戸内の分電盤を交換する際は漏電遮断器付（単３中性線欠相保護付き）のものを


使用する。 


 漏電や各電気器具に不具合があった場合、過電流等を防ぐ目的でついている。 


 


⑤エアコン・ＩＨヒーターの配線について 


 大容量（定格電流１０Ａ以上）の電気器具については専用回線としなければならない。 


 また、安全ブレーカーからの配線は６００Ｖビニル絶縁ビニルシースケーブル（ＶＶ


Ｆ）２．０㎜－３芯以上のものを使用する。また、コンセントはアース付のものを使用


する必要がある。 


  


 【ＶＶＦケーブル】         【アース付コンセント】 
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⑥照明器具・コンセントの配線について 


 分電盤より照明器具・コンセントへの配線は、なるべくケーブル（ＶＶＦ・ＣＶ等）を


使用する。電線相互の接続は、ＪＩＳ認定の接続材料を使用し絶縁処理を確実に行う


必要がある。 


 絶縁不良を起こす要因としては、内装工事の際に「釘やビス」が打ち込まれることがあ


り、注意しなければならない。 


 


   


 【接続用コネクター】          【圧着スリーブ】 


 


⑦熱・煙感知器について 


 住宅内に設置された熱感知器を交換したり、位置を変更したりする際は有資格者によ


り行う事が必要である。感知器は各棟のエントランス等に設置された自火報受信機に


接続されており、むやみやたらにいじる事は出来ない。 


 また、1 住戸 100 ㎡を超える住宅には防火扉連動の煙感知器が設置されており、 


1 年に２回の消防設備点検を受ける義務が必要である。 


また、移設や交換の際は必ず試験を行う必要があり、点検業者へ依頼する必要がある。 



http://www.google.co.jp/imgres?imgurl=http://img-cdn.jg.jugem.jp/79b/1464156/20091010_652680.jpg&imgrefurl=http://tenjyoura.mania.daa.jp/?eid%3D222721&h=288&w=352&tbnid=5Pc3Dj6fAB7seM:&docid=vNSTIudm3bsUKM&ei=i8ZSVoWsIMWZ0gSnhrDgDA&tbm=isch&ved=0ahUKEwjFnbrwiKbJAhXFjJQKHScDDMwQMwg_KBkwGQ
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 【差動式熱感知器】主に居室    【定温式熱感知器】主に台所 


 
【煙感知器】主に居室 


 


⑧テレビ受け口の交換・移動・増設について 


  


室内テレビ受口について 


若葉台でのテレビ放送の受信は共同受信設備で行っている。即ち、地上デジタル放送


をイッツ・コミュニケーションズ㈱（以下、イッツコムと言う）からの再送信を受ける


等行っている。この設備を利用して、「イッツコム」からは併せて、インターネットや


ケーブル電話のサービスも希望により受ける事ができる。 


この設備を利用してのインターネットやケーブル電話のサービスは、家庭内の電化


製品から発生する雑音の影響を受けやすいため、室内テレビ受口には、特殊な端子を使


用している。また、各室内テレビ受口に接続されている配線（同軸ケーブル）のやり方


は、建設時期により多少異なるが、多くの建物では上下の家庭と直列に接続されてい


る。それゆえ、不用意にテレビ受口の交換・移動・増設等を行うと他のご家庭でのテレ


ビ視聴、インターネットやケーブル電話に支障をきたしてしまう。 


リフォーム等を行う場合、リフォーム業者に対して、念書（資料６）をそれぞれの住宅


管理組合宛に提出する必要がある。 


 


 


 


 


 



http://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&ved=0CAcQjRxqFQoTCKGg4LO0mcgCFckSlAodO7EMZw&url=http://www.emono1-wakeari.jp/cathand/detail-405799.html&psig=AFQjCNHO18tUgRS8HimTp-yH2-C2CX2w-Q&ust=1443518707570194
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⑨ガス漏れ警報器について 


  ガス漏れ警報器は、都市ガスやプロパンガスなど、燃焼ガスが漏れている


ことを検知するための感知器である。若葉台で供給されているガスは都市ガ


スになり、ガスは空気よりも軽く漏れた場合上部に溜まる事からガスコンロ


が設置されている室内上部に設置することが望ましい。  


 


【ガス漏れ警報器】 


 


⑩給水管について 


・給水管は玄関前のメーターボックス内部の水道メーター以降の専有部側全ての配管


を取替えなければならない。メーターボックスから室内への既存壁貫通部分はモル


タルを斫ることにより取替えることが出来る。 


※給水管・排水管その他の配管が防火区画を貫通する場合においては法律上の区画貫


通処理材が必要である。 


  
 


・給水管にライニング鋼管が使用されている場合は取替えが望ましい。 


 取替えに使用する材料は架橋ポリエチレン管とワンタッチ継手を推奨する。 


 


・既存の給水管はライニング鋼管が使用されている。量水器や水栓金具廻りは銅合金


が使用されており、ライニング鋼管と接続する箇所は特に腐食が進んでいる事が考


えられることから、これらと接続する場合は「防食継手（異種金属接続継手）」を使


防火区画の貫通部処理 


（特殊なテープが火災の際に膨張し延焼を防ぐ） 
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用し接続する。 


    


 


・給水管の固定は特に注意が必要である。固定の箇所が少ないと「ウォータハンマー   


（水撃）」の影響を受け、急激に水を止めた時に「ドスン」・「ガツン」などと異音が


発生する事がある。固定は曲りや分岐付近に取り付け、１ｍ以内に固定する事が望ま


しい。 


 


・給水管はなるべく鳥居配管を避けて空気が自動的に抜けるような配管が望ましい。 


※鳥居配管とは、配管を立ち上げたり、下げたりすることで空気溜まりが出来てしまう


配管のことをいう。 


 


⑪給湯管について 


・給湯器から各水栓までの給湯管に銅管が使用されている場合は給湯管も取替る必要


がある。２０年～３０年使用していると曲り付近や分岐付近で「ピンホール状の穴」


が空き、階下へ漏水してしまう事故が多く発生している。また、取替えの際は架橋ポ


リエチレン管とワンタッチ継手を採用し、全て取替することが望ましい。 


  


 


 ・給湯管も給水管と同様に固定が必要です。「ウォーターハンマー」の影響を受けない


様に曲りや分岐部分に取り付け、1ｍ以内に固定する。 


 


 ・ユニットバス廻りなど給湯管を部分的に取替える場合、既存部分より「ピンホール状


の穴」が空いて、施主と施工業者との間でどちらの責任かトラブルとなるケースが


ある。どこから施工しているのか写真等で記録しておくことも必要である。 


銅合金とライニング鋼管の接合部 


異種金属接合部が腐食している。 


（写真は２分割にしたもの） 


ピンホール状の穴が空いた給湯管 


（中央の〇で囲っている箇所） 
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 ⑫排水管について 


 ・排水管に鉄管が使用されている場合は取替えが必要である。 


  取替えには塩化ビニル管（ＶＰ管）とＤＶ継手を使用する事が望ましい。 


  また、防火区画を貫通する配管の 1ｍ以内は消防法により不燃材で配管しなければ


ならないことから、その部分のみ排水用ポリ塩化ビニルライニング鋼管、又は耐火


ＶＰ管を使用する必要がある。 


  


 


 ・排水管に塩化ビニル管（ＶＰ管）を使用する場合、接着剤の付け忘れや継手との接着


不良を防止する為、マーキングしたり、色つきの接着剤を使用することが必要であ


る。 


  


 


 ・流し台や洗面台、洗濯機の排水にジャバラ管は使用しない。高圧洗浄が出来なくな


り、詰まった時に階下へ漏水する事が起こり得る為トラップは塩化ビニル管（ＶＰ


管）へ直接接続することが望ましい。 


    
【ジャバラ管は使用しないこと】 


穴の空いてしまった排水管 


写真は鉄管の写真 


色のついた接着剤を使用することで 


付け忘れを防止する。 


のり付け部分をマーキングすることで 


適正な接着を確保する。 


ジャバラ管 
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 ・排水管の勾配は原則１/１００以上とする。また、勾配が変わらないよう支持固定が


必要である。  


  
 ・システムキッチン等でビルトインの食器洗浄機を使用する際は、高熱の排水（６０℃


以上）が出る為、部分的に耐熱用硬質塩化ビニル管を使用する。 


 


 ・排水立て管は共用管ですのでレイアウトの変更等で枝管の取り出し位置を勝手に変


更することは出来ない。配管勾配を考慮したレイアウトにする必要がある。 


 ・流し台から排水立て管までの配管は、９０°エルボ（曲り）を４個以内にする事が望


ましい。５個以上となると高圧洗浄のホースが入らず、適正な洗浄が出来なくなる


ことが考えられる。 


  やむを得ない場合大曲エルボか４５°エルボを使用する。 


 


 ・室内のパイプスペースは共用管が入っており、メンテナンスのスペースである為、パ


イプスペースを狭くして隙間に収納を作成するなどの行為はしてはならない。 


  配管スペースが狭くなると共用立て管を交換する事が出来なくなる。 


 


 ⑬追い炊き配管及び暖房配管について 


 ・追い炊き配管及び暖房配管には架橋ポリエチレン管を使用する事が望ましい。 


  給湯器から器具までは途中で接続はしない。 


 


 ⑭ガス管について 


 ・現在のガスは湿気が含まれていないことから、外面が腐食していないようであれば


継続使用が可能である。 


 


 ⑮ダクトについて 


 ・レンジフードのダクトはスチール製のものを使用する。フレキダクトもスチール製


のものを使用し、アルミ製は使用しない。 


 


 ・浴室に電気式の暖房乾燥換気扇を設置する場合は消防法により、塩ビ製ダクトから


スチール製ダクトへ変更する必要がある。 


  温水式の暖房乾燥換気扇を設置する場合は塩ビ製ダクトの使用は可能である。 


勾配計により１/１００以上が確保されて 


いるか確認する。 


また、支持金具を取付、勾配が変わらない様 


固定する。 
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 ⑯設備機器の取替えについて 


 ・キッチンの周辺の材料は極力不燃材料を使用する。 


  


・流し台や洗面台の周りは配管を点検できる様、床に点検口を設置する事が望ましい。 


 


 ・流し台の排水トラップは高圧洗浄がしやすいものを使用する。やむを得ずＳトラッ


プを使用する場合は掃除口の設置が必要である。 


    


  【高圧洗浄が出来るタイプ】 


 


・ディスポーザー（流し台に取り付け、生ごみを砕いて排水とともに流す装置）の取り 


付けは排水管の詰りの原因となる事から設置は禁止されている。 


 


・若葉台では、便器の排水は床からの排水芯高さが１５５㎜のものが使用されており、 


取替えの際は器具の選定に注意が必要である。また、汚れが溜まる為接続にジャバラ 


管は使用しない事が望ましい。 


   


・節水型便器を選択する場合、６．０Ｌ（リットル）以上、もしくは水量の設定を変更


し、極端な節水のものは使用量のタイプを選択する事が望ましい。適量な水量が無い


と排水管に汚物が残り詰まってしまう事が起こり得る。 


 


 ・洗濯機の排水口は洗濯機を移動しなくても容易に排水管洗浄が出来るようにする事


が望ましい。 


 ・バルコニーにエアコンの室外機を床置きにしている場合、大規模修繕等でベランダ


Ｓトラップ 


掃除口あり 


床から汚水立て管接続口までの高さ 


が１５５㎜と決まっている。 
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を防水する際に移動する事がある為、冷媒配管にゆとりをもたせ配管する必要があ


る。 


 


・エアコンのドレンホースは床のコンクリートひび割れ部分などから階下へ漏水して


しまう事が起こっている為、極力排水溝まで配管する必要がある。 


 


⑰推奨する配管材料について 


 


ａ）給水管 


・架橋ポリエチレン管＋ワンタッチ継手 


              


 


・硬質塩化ビニルライニング鋼管＋コア入り継手 


                


 


ｂ）給湯管 


・架橋ポリエチレン管＋ワンタッチ継手 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


架橋ポリエチレン管 


 


ワンタッチ継手 


ライニング鋼管 


 


コア入り継手 
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ｃ）排水管 


・塩化ビニル管（ＶＰ管）＋ＤＶ継手 


             


・排水用硬質塩化ビニルライニング鋼管＋ＭＤ継手（防火区画貫通部 1ｍ以内に使用） 


              


 


・耐火ＶＰ管＋耐火ＤＶ継手（防火区画貫通部 1ｍ以内に使用） 


 


 


ｄ）追い炊き配管及び暖房配管 


・架橋ポリエチレン管 


 


ｅ）ガス管 


・配管用炭素鋼鋼管（現状と同じ） 


・ガス用ステンレスフレキ管 


 


ｆ）ダクト 


・スチール製ダクト 


・スチール製フレキダクト 


※参考文献・・・マンション住戸内設備改修工事 


 ～やってはいけないこと～ 


排水用塩ﾋﾞﾗｲﾆﾝｸﾞ鋼管 


 


ＭＤ継手 


耐火ＶＰ管 


 


塩化ビニル管（ＶＰ管） 


 


ＤＶ継手 
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資料-5 
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資料-6 


テレビ受け口交換に関する念書 


 


若葉台  住宅管理組合 


理事長       様 


テレビ受口の交換､移動､増設 等を行うにあたり、 


以下の注意事項を理解の上、下記の事項を厳守致します。 


【注意事項】 


 


１．  若葉台の各家庭室内の壁に付いているテレビ共聴設備は、テレビ放送の受信以外に、電話、


インターネットが可能な環境にあります。この環境は、家庭内の電気製品から発生する雑音が


影響して流合雑音となり、電話、インターネットに障害が発生する可能性があります。リフォ


ーム前のテレビ受口部分には、この障害を排除するために対策が講じられております。 


２．  若葉台の各家庭室内の壁に付いているテレビ共聴設備のテレビ受口は、第一～第１２住宅管


理組合ではケーブルが上下階の住宅と直列に配線されており（第１３～第１５住宅管理組合は


除く）、テレビ受口の交換、移動、増設 等を配慮なく行いますと、上下階の住宅のテレビ放送


の受信状態に不具合が発生する可能性があります。 


３．  これら不具合・障害が発生しないようにするために、イッツコムお客さまセンターにて相談


を受け付けています。イッツコムのサポートスタッフが折り返し案内をさせていただきます。


また、ショッピングタウンわかば内の iTSCOM 若葉台相談窓口（火曜日定休）でもアドバイスを


受けることが可能となっています。 


イッツコムお客さまセンター：電話 ０１２０－１０９１９９ 


 


－ 記 － 


上 記 注 意 事 項 に 記 載 の 不 具 合 ・ 障 害 が 起 こ ら な い よ う に す る た め に 、 


  棟  号室のテレビ受口の交換、移動、増設 等を行うにあたり、必ず、事前にイッ


ツコムに相談し、不具合・障害が発生しない対応を致します。併せて、本書面を 念書と


して貴住宅管理組合へ提出致します。 


以上 


 


２０  年  月  日 


工事会社名・住所・電話番号・工事責任者 


工事会社名                 


住   所                 


工事責任者                 


連 絡 先                 
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別紙-３  課題解決に向けての取組【作業フロー（設置に係る流れ）】 


 


支援を受ける団体 


支援事業者 


 


ＷＧの構成メンバー 
 


課題に取組む為のﾜｰｷﾝｸﾞｸﾞﾙｰﾌﾟを組織 


「昇降機ＷＧ」 


＜その他＞ 


「若葉台連合自治会他」 


 


課題と目標 


＜委託先＞ 


・設置に係る設計業務委託： 


 株式会社マイクロエレベーター 


  


 


支援を受ける団体 


「若葉台住宅管理組合協議会」 


（マンション管理組合の団体） 


支援事業者 


「一般財団法人若葉台まちづくりセンター」 


（マンション管理会社） 


専門委員及び設計業務委託先 


以降ＷＧでの活動    
７回開催 


・活動の成果 


 ①いす式階段昇降機と他の階段避難車の比較


検討 ②選定モデルと基本的な考え方 


 ③建築基準法の合法性 


 


・設計業務委託者の選定 


①会社概要、②設置場所の視察 


・委託先とのヒアリング 


①機器の仕様、②機器の信頼性及び安全性、 


③工事費及びランニングコスト 


設置に係る検討 


・いす式階段昇降機設置に係る業務仕様書： 


①選定機種仕様、②型式認定書、③各棟詳細図 


設置に係る設計業務委託 


㈱マイクロエレベーター 


 


階段アクセスのバリアフリー化 


①高層棟のスキップアクセスへのいす式階段昇


降機設置の検討 


 


 


・機種の選定：型式適合認定を取得 


・追加仕様：若葉台仕様（参考） 


◇いす式階段昇降機を設置の合意


形成 
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横浜若葉台１００年マンション・世代循環型団地プロジェクト 


いす式階段昇降機の検討報告書 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


昇降機ワーキンググループ 
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１．いす式階段昇降機を検討する事になった経緯（２０１３年度） 


  ・階段昇降困難者に対する対応としては、一般的にはエレベーターの設置


が最も好ましいところであるが、若葉台の中層棟或いはスキップアクセ


スの高層棟を考えた場合、現実的ではない。（若葉台の中層棟は、階段室


を繋ぐ共通歩廊がある訳ではないので、エレベーター設置は、コスト面


から現実的ではない。また、スキップアクセスの高層棟においても、エ


レベーターの各階停止への変更は、構造上不可能である） 


   注：スキップアクセスの高層棟とは、エレベーター非停止階が存在する


高層棟の事を言い、若葉台の場合、第一住宅管理組合、東マンショ


ン管理組合、若葉台くぬぎ、第５住宅管理組合、第７住宅管理組合、


第８住宅管理組合、第１０住宅管理組合（2棟のみ）が該当する。 


  ・階段の手摺を両側に設置すると言う対応も考えられるが、自助努力に期


待する部分も多く、困難者に優しい対応とは言いにくい。 


・１００年マンションプロジェクトのコンセプトとしては、①車椅子を使 


   用している様な困難者だけに絞るのではなく、誰でも使える物にしたい


（当然、子育て世代も含む）。②地震・火事等の非常時の避難用ではなく、


平時に使える物にしたい。 


これらを勘案し、いす式階段昇降機を対象に検討する事になった。 


 


２．マイクロエレベーター社（以下、マイクロ社）に検討依頼する事になった


経緯（２０１３年度） 


  ・いす式階段昇降機については、当初、４社（マイクロ社、他３社）に引


合い、会社案内、製品案内書等を入手、検討したが、ペーパーだけでは


判断しにくいところから、実機見学会を計画。関東地区の集合住宅で、


実績のあるのはマイクロ社だけだったため、例のビデオを撮ったマンシ


ョンを見学する事になった。 


  ・結果、委員全員が安全設計されている事を実感し、すこぶる良い印象を


持ったため、マイクロ社（設計・製作：大同工業（株））のいす式階段昇


降機に絞って検討して行く事になった。 


 


３．利用対象者の確認（２０１３年度） 


  ・利用対象者は、運転用の鍵を持っている居住者にのみに限定すべきであ


る事（不特定多数では、安全管理に支障あり）、車椅子利用者であっても、


介助者が居られるのであれば利用可であるが、車椅子ごと乗られる様な


設計にはなっていない事、等を確認。 
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４．地震・火災等の非常時の利用は？（２０１３年度） 


  ・マイクロ社のいす式階段昇降機はバッテリー式なので、理屈の上では非


常時でも動かす事が出来るが、大規模災害時等の一刻を争う避難には、


いす式階段昇降機は適さない。昇降機を動かすよりも、隣近所で担ぐ或


いはタンカに載せると言った対応の方が現実的。（EVAC+CHAIRと言った階


段避難車を使うのも一案である） 


 


５．いす式階段昇降機と他の階段避難車の比較検討（２０１４年度） 


  ・基本的に階段避難車は、歩行困難者に対する地震・火災等の非常時の避


難用であり、可搬型階段昇降機を除き下り専用である。また、可搬型階


段昇降機は、安全上の配慮から、操作者は安全指導員から操作講習を受


ける事を義務付けられている。従って、ＷＧの検討対象とは異なるもの


である事が確認された。（いす式階段昇降機は、鍵を持っていれば誰でも


いつでも昇り降り可能） 


   


６．マイクロ社とのＱ＆Ａを通じて得た知見（２０１３年度） 


①実際、どのような方が利用しているのか。 


   ⇒基本的には歩ける方（操作できる方）であるが、車椅子の方でも介助


者を付ける事で可能。 


  ②何故、バッテリー式なのか。 


   ⇒昔はケーブル式であったが、バッテリー式の方がコンパクトに出来る、


傾斜を登るのはバッテリーの方が力強い、等がその理由。 


  ③階段幅と使用時他の方とのすれ違い関係に問題はないか。 


   ⇒若葉台中層の場合、ビデオ映像の状態とほぼ同等か若干狭くなる程度


なので問題はない。 


  ④曲り部の最小半径２５０Ｒは、もう少し小さくならないか。 


   ⇒トライしているが、国交省の認定に時間がかかる問題でもあるので、


現状、２５０Ｒが最小と理解願う。 


  ⑤屋内仕様と屋外仕様の判断基準は？ 


   ⇒屋根ありでも雨風が吹き込むような場所、清掃等で水がかかる場所等


は、屋外仕様となる。 


  ⑥上下階呼び送り操作スイッチ（無線）は、何階まで可能か。 


   ⇒本件は、その後、中間階２か所にアンテナ（有線・常時通電）を立て


る事にしたため、電波が届かないと言う問題はなくなった。 
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  ⑦バッテリーの充電時間、フル充電後の稼働時間は？ 


   ⇒充電は約８Ｈで完了する。フル充電での稼働は、１～５階なら大体５


往復位できる（フル充電していないと動かないという事ではない）。 


  ⑧１フロアの移動時間は？ 


   ⇒定格速度は６m/min.なので約１分かかる（定格速度６m/min.は国交省


の認定条件になっている）。 


  ⑨いす及びリモコンの操作釦を押し続ける仕様にした理由は？ 


   ⇒建築基準法で定められており、認定取得の条件になっている（離せば


止まると言うのが条件）。 


  ⑩機器の信頼性及び安全性は？ 


   ⇒ＫＦ型は、発売より１０年経過しており十分な実績がある。また建築


基準法の基準を満たしている証として、型式適合認定を取得している。 


  ⑪耐用年数は？ 


   ⇒保守部品によって標準耐用年数が違うが、本体については、メンテを 


行う事を条件に１０年としている。 


  ⑫曲線式と直線式の特徴は？ 


   ⇒曲線は、乗継なしで上下階に行けて、内回り、外回りに対応可。バッ


テリー式。直線は、曲線よりも安価で、有効階段幅を広くとれる。常


時給電式。 


   ⇒直線は、乗継となり、いすの数も増えるがそれでも安いのか。 


   ⇒曲り部がない、施工が簡単等の理由から間違いなく安くなる。待ち時


間が少ないメリットもある。 


  ⑬保証期間及びメンテナンス体制は？ 


   ⇒保証期間は、モーター、基盤のみだが、設置後１年間。メンテは、 


    ２４時間、３６５日即日（休日等翌日になる場合あり）対応。 


  ⑭ランニングコストは？ 


   ⇒メンテ費用は、直線：￥２２，０００、曲線：￥２７，０００（１～


２階の費用であるが、４階になったら４倍という事ではない）、法定検


査（年１回）費用：￥３０，０００。メンテ契約者は故障時無償にて 


    対応。電気料金は、使用頻度にもよるが、月に数百円程度。 


  ⑮いす式階段昇降機の設置実績は？ 


   ⇒大同工業（設計・製作者）として、直線式で約１１，０００台、曲線


式で５，０００台あるが、戸建て或いは商用が多く、集合住宅での共


用階段用というのは少ない。屋外用・屋内用の比率は半々である。 
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  ⑯一旦、設置後に不要となり、撤去した実例はあるか。 


   ⇒ある（戸建てでは多くある）。戸建ての場合は撤去したものは他への転


用は出来ないが、高層住宅などは、撤去した物を引取るより、一時倉


庫預かりとし、別の場所（同じ構造である事が前提）での利用に備え 


    る方が現実的ではないか。 


 


７．いす式階段昇降機の法的規制の件（２０１３～２０１５年度） 


  ①階段昇降機については、建築基準法に規定があるため、確認申請は必要。 


  ②階段の有効幅員については、「建築物の防火避難規定の解説」により、直


上階の居室面積の合計が２００m2 以上の場合は、有効１２０cm 以上必要


となるが、２００m2を超えない場合は、有効７５cmあれば良い。 


   ・若葉台の中層棟は、直上階の住戸は２戸であり、居室面積の合計も 


２００m2を超えていないので、階段幅員は有効７５cmあれば良い。 


   ・スキップアクセスの高層棟（板状棟）は、階段室型とみなす事が出来、


直上階の住戸は２戸であり、居室面積の合計も２００m2 を超えていな


いので、階段幅員は有効７５cmあれば良い。（開放廊下は無視して良い） 


   ・スキップアクセスの高層棟（塔状棟）も、階段室型とみなす事が出来、 


    直上階の住戸は２戸であり、居室面積の合計も２００cm2を超えていな 


いので、階段幅員は有効７５cmあれば良い。 


③都市計画法の変更手続きの件については、階段昇降機の設置は、この要 


件に該当せず、除外される事を確認。 


  これらの判断を得た事で、階段昇降機設置に伴う法的問題はなくなった。 


 


８．いす式階段昇降機の機種検討（２０１３～２０１４年度） 


  具体的には、マイクロ社と協同して、２０１３年度に中層棟向け階段昇降


機を、２０１４年度にスキップアクセスの高層棟向け階段昇降機を検討し


た。共に国交省の助成金を活用して、具体的に図面を引いてコスト見積も


りまで実施している。 


  ①中層棟向け選定モデル 


：「楽ちん号ＫＦ－Ｂ型（型式認定品）屋外・曲線階段用」 


   ・階段内壁に沿って設置 


   ・１階から４階（５階）まで、１台で螺旋的に昇降 


  ②スキップアクセスの高層棟向け選定モデル 


   ：「楽ちん号ＫＦ－Ｂ型（型式認定品）屋外・曲線階段用」～開放階段用 


    「楽ちん号ＫＦ－Ａ型（型式認定品）屋内・曲線階段用」～閉鎖階段用 
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   注：当初、高層棟向けは価格・階段幅員での優位性から直線式を考えて


いたが、実際に使う人の立場から、直線式は踊場での乗り換えが必


要になる事、上下の出っ張り部分が歩行者の障害になりかねない事、


等を考慮し、曲線式を採用する事にした。 


  ③楽ちん号ＫＦ－Ｂ（Ａ）型の標準仕様 


   ・操作方式  ：押し続け方式（肘掛置き操作盤） 


   ・呼び寄せ方式：押し続け方式（壁操作盤） 


   ・駆動方式  ：ローラギア・ラック方式 


   ・定格積載量 ：９０Ｋｇ（積載荷重９００Ｎ） 


   ・走行速度  ：６．０m／分 


   ・レール   ：２本レール 


   ・電源    ：ＡＣ１００Ｖ（充電器）バッテリー方式 


   ・安全装置  ：障害物自動検知装置 


           （転落防止巻き取り式シートベルト、終点スイッチ） 


  ④スキップアクセスの高層棟向け階段昇降機に対する基本的な考え方 


   ・必要な箇所に対してのみの設置とする。 


   ・原則、近い方のＥＶ停止階または地階までの１階分の移動とする。 


   ・原則、階段内壁に沿って設置する。 


   ・屋外仕様を基本とする。（板状棟の閉鎖階段室に限り屋内仕様となる） 


   ・３段程度の階段部分については、別途、簡易スロープ等での対応を検 


討する。 


   ・基本的に階段形状が同じである場合は、移設が可能。 


   ・現在設置されている手摺は、曲線階段昇降機の設置にあたり、撤去す


る必要はない。（レールは手摺より低い位置に設置される） 


  ⑤見積金額及びランニングコスト一覧表 


   中層棟全階段の見積金額及びランニングコスト一覧表並びに高層棟のタ


イプ別見積金額及びランニングコスト一覧表を作成したが、ここでは、


添付資料の通り、見積事例（１）、（２）として開示させて頂く。 


    


   注：塔状棟の２階～１階の階段昇降機は、現在の一覧表では、ＰＳ扉等


の障害物のため、特例として２階～３階～４階と２階分移動する様


になっている。これは、結果的に、割高となってしまうため、２０


１５年度のＷＧ活動の中で、２階～１階への設置を再検討している。 
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９．いす式階段昇降機に対する公的助成の現状調査（２０１５年度） 


  横浜市における階段昇降機に対する助成制度としては、以下の３件が確認


された。 


  ①介護保険の住宅改修 


   在宅の要介護者等が、自宅で生活を続けられる様に住宅の改修を行った


場合に、払った金額の９割（または８割）を払い戻してくれると言う制


度で、例えば、手摺の取付け、段差又は傾斜の解消、便器の取替え等の


工事に使える。但し、改修費用の限度額は現住宅につき２０万円となっ


ており、既に、手摺の取付け等で払い戻しを受けている場合は、その分、


限度額が減る事になる。 


  ②横浜市住環境整備事業 


   要支援または要介護に認定された方のうち、必要性が認められた方に、


身体状況に合わせた住宅改修の相談・助言や所得状況に応じた改造費の


助成を行う（助成限度基準額１００万円）と言う制度で、生計中心者の


市民税額により自己負担額が異なる。また、適用にあたっては、①項の


介護保険の住宅改修費支給（上限２０万円）を優先的に適用する事にな


り、その分、限度額が減る事になる。階段昇降機の設置もこの中に含ま


れているが、対象者は、下肢・体幹機能障害１，２級の方、上肢及び下


肢機能障害１，２級の方、内部機能障害１，２級の方と限られている。 


  ③横浜市マンション・バリアフリー化等支援事業 


   居住者の高齢化が進むマンションについて、安全・円滑な移動をサポー


トするため、廊下や階段など共用部分の段差解消等のバリアフリー整備


費用の一部を補助するもので、横浜市内の分譲マンションで、バリアフ


リー化等工事を行う事、及びその経費について管理組合の規約に基づき


決議が行われているマンション管理組合がその対象となる。但し、補助


率及び補助金額としては、工事費用の３分の１または 1 管理組合当たり


３０万円、何れか低い額となっており、かつ、現状としては、事業費用


の枠が小さく、申し込み多数の場合は外れる可能性がある。 


 


  ①、②は、何れも要支援または要介護に認定された居住者個人が申請すべ 


きもので、所有権は、原則、管理組合ではなく居住者に帰する事になり、使 


い勝手が悪い事になる。また、③は、所有権は管理組合にあるが、あまりに 


  も助成金額が小さく、現実的に有効なものとなっていない。 
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１０．いす式階段昇降機設置に係る費用負担について（２０１５年度） 


  上述の様に、いす式階段昇降機を設置するには、初期費用として、中層向 


けで、約４００～４５０万円（４階建ての場合の１階段の一次見積価格）、 


スキップアクセスの高層棟向けで、約１９０万円（屋内仕様）～約２４０万 


円（１階分の移動用の一次見積価格）と言うかなりの高額となり、若葉台の 


該当管理組合にとっては、例え、使用者に一部負担をお願いするにしても大 


変な重荷になる。また、保守費用も決して安い金額ではない。 


 


現時点においては、費用負担の方法を提案するまでに至っていないが、これ 


らの状況を勘案し、今期のＷＧ活動の中で、具体的提案を詰めて行く所存で 


ある。 


 


以上 
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                              添付資料 


 


若葉台での見積事例（１）  


1．中層棟（５階建：１階段５階１０戸分として）  


・ 階数：１階から５階  


・ 機種：楽ちん号 ＫＦ-Ｂ型（曲線式 屋外仕様）  


・ レール長さ：２３.７ｍ  


・ 所要時間：約５分間（１階～５階）  


・ 停止位置：１階、２.０階、３.０階、４.０階、５.０階  


・ 充電ポイント：５箇所（乗場に設置）  


・ いす位置表示盤：停止位置と同じ階に設置  


・ 階段幅：走行に問題なし  


・ 注意点：充電器は２.０階、４.０階に設置  


・一次見積価格：約４８０万円（２０１３年１２月） 


        ４階建ての場合は、約４００万円～約４５０万円 


 


若葉台での見積事例（２） 


２．高層棟（スキップアクセス：１階段１階分）  


・ 階数：エレベーター停止階から直上階  


・ 機種：楽ちん号 ＫＦ-Ｂ型（曲線式 屋外仕様）  


・ 停止階：２停止                


・ レール長さ：７.４ｍ  


・ 電源：ＡＣ１００Ｖ（充電器）  


２４Ｖ（本体） 


天井照明器具より 


・一次見積価格：約２３０万円（２０１５年１月）           


        建物・階段の構造により異なり、１階分で 


約１９０万円（屋内仕様）～約２４０万円 
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工事費及びラニングコスト（抜粋）：　①板状棟「Aタイプ：階段室（開放型）」


・図面番号：Ｆ4C259-BA（枠内）


◇階　数 ・避難階（2階）～直上階（３階）


◇機　種 ・楽ちん号：ＫFB-Ｒ型（屋外仕様）


◇停止階 ・２停止：設定階（２階～３階）


◇レール長さ ・７．４ｍ


◇電　源 ・AC100V（充電器）、DC24V（本体）


　電源供給（ＡＣ-100Ｖ） ・天井照明器具より


１．工事金額 ◇見積対象：１－３棟「EＶ停止階（２・５・８・１１・１４）」


本体（KFB-R型） 1 式 2,120,000


レール長（7ｍ）


レール延長 1 ｍ 86,000


レール縦曲げ加工 2 箇所 32,000 64,000


180°内曲げ加工 1 〃 128,000 128,000


９0°内曲げ加工 1 〃 64,000 64,000


給電ユニット（中間停止） 2 〃 100,000 200,000


電源供給（AＣ-100V） 1 〃 20,000 20,000


労務費 1 式 70,000


運搬諸経費 1 〃 50,000


出精値引き -702,000


小計 2,100,000


確認申請・完了検査費 100,000


消費税（8％） 176,000


合　計 2,376,000


2.ランニングコスト ◇保守点検費


・保守点検（1回/年） 　・１台設置の場合：27,000円（税含まず）+1階増す毎（+10,000円）


※故障対応：復旧作業無料 　・２～　５台　〃　：27,000×〇台×０．８（割引き）＝108,000円/5台


・法定検査（1回/年） 　・６～１０台　〃　：27,000×〇台×０．６（割引き）＝１６２，０００円/10台


◇法定点検費


　・１台設置の場合：30,000円（税含まず）


　・２～　５台　〃　：30,000円×〇台


・電気料金 ◇電気料金：共用電灯に含む


　【駆動電動機（0.2KW）、電源（直流２４Ｖ）】


　※参考：10往復/日≒300円/月額


・A-①
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－昇降機WG 別紙 B-1－ 


 


 別紙-B  


 


 


 


 


 


いす式階段昇降機 設置検討仕様書 
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目  次 


 


１．機器仕様 


・楽ちん号 KF6-A型 型式認定品 第 型 05Gge010290 号 


  （ＫＦ６型・ＫＦＡ型・ＫＦＢ型の認定番号は同一） 


 ［標準仕様］ 


 ① 操作方式   ：押し続け方式（肘掛置き操作盤） 


 ② 呼び寄せ方式：押し続け方式（壁操作盤） 


 ③ 駆動方式   ：ローラーギア・ラック方式 


 ④ 定格積載量  ：90kg（積載荷重 900N） 


 ⑤ 走行速度   ：6.0m/min 


 ⑥ レール     ：2本レール 


 ⑦ 電 源     ：AC100V（充電器）バッテリー方式 


 ⑧ 安全装置     


・障害物自動検知装置 


     ・転落防止巻き取り式シートベルト 


     ・終点スイッチ 


 


 ２．若葉台団地向け追加仕様 


  ① 操作方法 


    ・利用者：押しボタンスイッチ（ボタンを押し続けて走行） 


    ・介助者：ペンダントスイッチ（コード付スイッチ、ジャック方式） 


    （介助者用の無線スイッチは、型式適合認定の範囲外の為、採用する事できない。） 


  ② 作動メロディ 


    いす走行中は音楽が流れる。（ボリューム調整機能付） 


    「装置取り付け位置については現在検討中」 


  ③ 呼び出し方法 


    各階に呼び出し操作盤を設け、いすを乗場階まで呼ぶことが出来できる。 
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３．タイプ別仕様（抜粋） 


 ①板状棟「Ａタイプ：階段室（開放型）」 


◇見積対象： エレベーター停止階「２・５・８・１１・１４階」 


・タイプ番号：Ａ-① 


・図面番号：Ｆ４Ｃ２５９－ＢＡ（枠内） 


・階  数：避難階（２階）～直上階（３階） 


【設計仕様】 


機 種 KFB－R型（屋外仕様） 


レール長さ ７．４ｍ 


所要時間 約１分２０秒（２～３階） 


停止位置 ２階、３階（待機位置） 


充電ポイント ２箇所（乗場に設置） 


操作スイッチ いす部操作ボタン及びキースイッチ付きリモコン 


階段幅 走行に問題なし 


注意点 充電器は２階又は３階に設置 


現在の懸案事項 既存手摺については再調査が必要 
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